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 本論文は，全 7 章からなる． 
 ｢第 1 章 序論｣においては，本研究の背景と目的を述べた． 


















































般的なセメント系材料の 1/20 程度の値となることが明らかとなった． 
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図 1-2 本論文の研究フロー 
第 1 章 序論 
研究の背景と目的 






























表 2-1 コンクリート標準示方書[設計編]における塩害による鋼材腐食の照査に関する記述箇所 
(a) 2 編 耐久性に関する照査 の章構成 








2 章 耐久性照査の標準的な方法 
2.2 ｺﾝｸﾘｰﾄの劣化に対する照査 
2.2.2 化学的浸食に対する照査 



































cd  ：耐久性に関する照査に用いるかぶりの設計値(mm)( cd=c-Δce ) 
 c ：かぶり(mm) 
Δce：施工誤差(mm) 
 t  ：塩化物イオンの侵入に対する耐用年数(年) 










































Dd : 塩化物イオンに対する設計拡散係数(cm2/年) 
Dk : コンクリートの塩化物イオンに対する拡散係数の特性値(cm2/年) 
γc：コンクリートの材料係数 
λ: ひび割れの存在が拡散係数に及ぼす影響を表す係数（一般に 1.5） 
w ：ひび割れ幅(mm) 
l : ひび割れ幅の間隔 



























(2) 浸 せ き に よ る コ ン ク リ ー ト 中 の 塩 化 物 イ オ ン の 見 掛 け の 拡 散 係 数 試 験 方 法 ( 案 )
（JSCE-G572-2013）（以後，浸せき法） 







(3) 電 気 泳 動 に よ る コ ン ク リ ー ト 中 の 塩 化 物 イ オ ン の 実 効 拡 散 係 数 試 験 方 法 ( 案 )
（JSCE-G571-2013）（電気泳動法） 












        ：コンクリート中の見掛けの塩化物イオン拡散係数 
        ：コンクリート中の塩化物イオンの実効拡散係数 
        ：コンクリート表面におけるコンクリート側，陰極側溶液それぞれの塩化物イオン濃度の釣
り合いにかかわる係数 





 ここでは，電気泳動法の概要について述べる．その計測概念図を図 2-1 に，本研究で用いた試
験装置を，写真 2-1 に示す．シリンダー試験体より切り出した直径 100mm，厚さ 50mm の円盤状の
試験体をゴム隔壁中に挿入し，挿入部の止水処理および試験体の真空脱気処理後，両端から容
































































          ：塩化物イオンの定常状態における流束(mol/(cm2・年)) 
          ：陽極側の溶液体積(L) 
          ：供試体断面積(cm2) 
 






          ：実効拡散係数(cm2/年) 
          ：気体定数(= 8.31J/(mol・K)) 
          ：絶対温度測定値(K) 
          ：塩化物イオンの電荷(= -1) 
          ：Faraday 定数(96500C/mol) 
          ：陰極側の塩化物イオンの濃度測定値(mol/L) 
          ：供試体表面間の測定電位(V) 










よって，38 編の文献(5)~(43)から計 401 個のデータを収集し，著者がその基本的な分析を担当した．
本項では，その成果報告書（コンクリート技術シリーズ No.86 コンクリート中の鋼材の腐食性評価と
防食技術研究小委員会(338 委員会)委員会報告書；土木学会から平成 21 年 10 月に公刊）への
記載内容を引用することで，その分析結果を紹介する．文献調査は，次のような方針で実施した． 
















































































高 C2S セメント（C2S の含有率は低熱セメントのそれと類似し，粉末度を 3300 cm2/g および 6410 
cm2/g の 2 水準に設定）およびエコセメントの 5 種類である．横軸を水セメント比および材齢とした場
合の比率の分布を図 2-4 に示す．低熱セメントおよび高 C2S セメントの場合には，ややばらつきが
みられるものの，概ね水セメント比や養生材齢との関連は大きくなく，比率はほぼ 0.5～1.5 の間の
















場合は 153kg/m3，55%の場合は 161kg/m3，65%の場合は 175kg/m3）における実効拡散係数で除
図 2-3 水セメント比または水結合材比と実効拡散係数の関係 












































































































図 2-5 単位水量と実効拡散係数の関係 


































































が 30 日までを示しており，湿布養生の期間が 10 日未満の場合には，実効拡散係数が，標準養生





































































は，材齢 91 日以降の実効拡散係数をやや過大に評価するが，概ねその低減傾向を表している． 
図 2-8 養生条件と実効拡散係数の関係 
(b)湿布養生期間 400 日間まで (a)湿布養生期間 30 日まで 
























































































図 2-10 材齢と実効拡散係数の関係 






































































(b)混合系 (a)OPC 系 
図 2-11 単位セメント量と実効拡散係数の関係(全文献データより) 
図 2-12 単位水量と実効拡散係数の関係(全文献データより) 
















































































































図 2-13 単位細骨材量と実効拡散係数の関係(全文献データより) 
(b)混合系 (a)OPC 系 
図 2-14 単位粗骨材量と実効拡散係数の関係(全文献データより) 















































































































分析結果の概要を図 2-17 に示す．これは，因子毎に，分散比を F 限界値で除した値を比較したも
図 2-15 細骨材率と実効拡散係数の関係(全文献データより) 
(b)混合系 (a)OPC 系 
図 2-16 材齢と実効拡散係数の関係(全文献データより) 
























































































































































(1)小樽港 100 年コンクリート 
 我が国において，長期間健全に機能してきたコンクリート構造物の事例調査研究に関する代表
的なものの一つであり，土木学会の「小樽港コンクリート耐久性調査委員会」（委員長：長瀧重義）
























・ セメントの成分中で，C3A の含有量を過度に多くしないこと． 
(3)室蘭北防波堤コンクリート(49) 






 材齢 80 年程度の埠頭のコンクリートを採取し，調査した．用いられた材料の特徴としては，セメン
トの粒径が比較的大きいために，水和がゆっくりと長期にわたって進行し，緻密な硬化体組織が生
成したために，長期耐久性を有していたものと考えられる． 





(6)小野田セメント 50 年・秩父小野田 100 年試験(53),(54),(55) 




スラグの反応により材齢 10 年程度まで強度増進がみられることが判った． 
2.3.3 古代コンクリートの長期耐久性(56),(57) 
 古代コンクリートの長期耐久性に関する代表的な調査研究としては，米国の DOE（エネルギー















(1)コンクリートは大別して 4 種類のセメントから作られている． 
・ ポゾラン系セメント（CaO または Ca(OH)2 と火山灰等のようなポゾラン材とする混合セメント） 
・ C2S セメント 



















































全な試験体に比べて，試験体の寸法に拠らず曲げ強度が 1.2～1.4 倍，破壊エネルギーが 1.2 倍
程度増大すること，(ii)レイタンスを想定した脆弱な層が存在すると，曲げ強度等が著しく低下する
こと，(iii)エポキシ樹脂で補修後 1 日時点では，樹脂の硬化が不十分なことから，曲げ強度の向上
が見られないが，補修後 2 日以降は，基準の 7 日時と同等な曲げ強度等を発揮すること，材齢 2



























効果（D0）は概ね 20 年程度は維持されるとしている． 
 
2.5 本研究の課題 



















(1) 土木学会：2013 年制定 コンクリート標準示方書[規準編]，丸善，2013. 
(2) 土木学会：2012 年制定 コンクリート標準示方書[設計編]，丸善，2013. 
(3) 土木学会 コンクリート委員会 コンクリート標準示方書改訂小委員会：2012 年制定 コンクリー
ト標準示方書改訂資料 ―基本原則編・設計編・施工編―，コンクリートライブラリー138，丸善，
2013. 




(5) 山路 徹，審良善和，大里睦男，森 晴夫：異なる試験方法により求めた銅スラグ細骨材コンク
リートの塩化物イオン拡散係数の比較，コンクリート技術シリーズ No.85，2009. 




(8) K.O. Ampadu, K. Torii, M. Kawamura : Beneficial Effect of Fly Ash on Chloride Diffusivity of 
Hardened Cement Paste, Cement and Concrete Research, Vol29, No.4, pp.585-590, 1999. 
(9) A. Delagrave, J. Marchand and E. Samson : Prediction of Diffusion Doefficients in 
Cement-Based Materials on the Basis of Migration Experiments, Cement and Concrete Research, 
Vol.26, No.12, pp.1831-1842, 1996. 
(10) 松井 淳，松村卓郎，高畠正治，五月女 敦：フライアッシュセメントの塩化物イオン拡散係数
の材齢依存性，第 62 回セメント技術大会講演要旨 2008，pp.238-239，2008.5 
(11) 井上大輔，杉山隆文，島袋浩明，野尻拓男：海岸構造物用フライアッシュコンクリートの塩分浸
透性，土木学会 第 56 回年次学術講演会概要集，Ⅴ-281，pp.562-563，2003. 
(12) 高見 満，杉山隆文，Sorn Vira，山田義智：フライアッシュを細骨材の一部に代替使用したコ
ンクリートの塩分浸透評価，土木学会  第 57 回年次学術講演会概要集，Ⅴ -530，
pp.1059-1060，2002. 
(13) 名和豊春，吉田 行，田口史雄，渡辺 宏：セメント硬化体の塩化物イオン透過性に及ぼすセ
メント種類の影響，土木学会 第 58 回年次学術講演会概要集，Ⅴ-047，pp.93-94，2003. 
(14) 前原 聡，杉山隆文，高見 満，辻 幸和：コンクリート中で電気泳動する塩化物イオンの拡散
係数の時間依存性，土木学会 第 58 回年次学術講演会概要集，Ⅴ-002，pp.3-4，2005.9 
(15) 前田 聡，武若耕司，北畠裕之：電気泳動試験によるコンクリートの塩化物イオン拡散係数の
推定，土木学会 第 58 回年次学術講演会概要集，Ⅴ-003，pp.5-6，2005. 
(16) 審良善和，山路 徹，Nguyen Nam Thang，Tran Nam：ヴェトナムで製造されたコンクリートの塩
化物イオン拡散性状，土木学会 第 60 回年次学術講演会概要集，Ⅴ-194，pp.387-388，2005. 
(17) 小倉孝道，池津和弘，下村 匠：各種方法で求めたコンクリートの塩化物イオン拡散係数の比




材の影響，土木学会 平成 15 年度西部支部研究発表会概要集，Ⅴ-18，pp.A446-447，2004. 






(22) 高 鳴笛，濱田秀則，佐川康孝，壇 康弘：高炉セメントコンクリートの塩化物イオン拡散係数
評価に関する考察，土木学会 第 64 回年次学術講演会概要集，Ⅴ-084，pp.165-166，2009. 
(23) T. Sugiyama，T. Tsuji，T. W. Bremner : Relationship between Coulomb and Migration 
Coefficient of Chloride Ions for Concrete in a Steady-State Chloride Migration Test, Magazine 
of Concrete Research, Vol.53, No.1, pp,13-24, 2001. 
(24) 吉田 行，田口史雄，渡辺 宏：高炉スラグ微粉末を用いた改質ビーライト系セメントコンクリー
トの塩分浸透性，コンクリート工学年次論文集，Vol.24，No.1，pp.639-644，2002. 
(25) 河野広隆，渡辺博志，丁 海文，安 泰松：高強度コンクリートの塩分浸透性と電気比抵抗特








(29) 高 鳴笛，濱田秀則，村上英明，壇 康博，伊与田岳史：高炉セメントコンクリートの塩化物イ





(31) (社)土木学会 コンクリート委員会 電力施設解体コンクリート利用検討小委員会：電力施設解
体コンクリートを用いた再生骨材コンクリートの設計施工指針（案），資料編Ⅲ 再生骨材コンク
リートの特性，コンクリートライブラリー No.120，2005. 
(32) 久田 真，大即信明，N. B. Diola，桐山和晃：コンクリート中の塩化物イオンの電気泳動に及
ぼす骨材の影響，土木学会論文集，No.599/Ⅴ-40，pp.71-80，1998. 
(33) 松井 淳，山下純成，五十畑達夫：ポゾラン高含有セメントの材齢 10 年時における物理特性，
土木学会 第 63 回年次学術講演会講演概要集，Ⅴ-329，pp.657-658，2008. 
(34) 松井 淳，山下純成，五十畑達夫：ポゾラン高含有セメントの材齢 10 年時における物理特性
(その 2)，土木学会 第 64 回年次学術講演会講演概要集，Ⅴ-241，pp.479-480，2009. 
(35) 松井 淳，山下純成：ポゾランを混入した低熱ポルトランドセメントの材料特性 －ポゾラン置換





(37) 杉山隆文，高見 満，R. Worapatt：単位水量の増加がコンクリートの塩分浸透性に及ぼす影響，
コンクリート工学年次論文集，Vol.26，No.1，pp.819-824，2004. 
(38) W. Ritthichauy, T. Sugiyama, Y. Tsuji：Study on the Influence of Various Inorganic Salts on Ion 







(41) C. C. Tang : A Comparison of Transport Properties for Concrete Using the Ponding Test and the 
Accelerated Chloride Migration Test, Materials and Structures, Vol.38, No.3, pp.313-320, 2005. 
(42) M. Castellote and C. Andrade : Round-Robin Test on Methods for Determining Chloride 
Transport Parameters in Concrete, Materials and Structures, Vol.39, No.10, pp.955-990, 2006. 
(43) P. Mangat, B. Molloy : Prediction of Long Term Chloride Concentration in Concrete, Materials 
and Structures, Vol.27, pp.338-346, 1994. 
(44) 土木学会 コンクリート委員会 耐久性データベースフォーマット作成小委員会：コンク
リートの耐久性に関する研究の現状とデータベース構築のためのフォーマットの提案，
コンクリートライブラリー109，丸善，2002. 
(45) 長瀧重義 監修：コンクリートの長期耐久性，技報堂出版，1995. 
(46) Mehata, P. K. : Durability of Concrete in Marine Environment –A Review, ACI SP65, pp.1-20, 
1980. 
(47) Mehata, P. K. : Durability of Concrete Exposed to Marine Environment –A Fresh Look, ACI 
SP109, pp.1-29, 1988. 
(48) Mehata, P. K. : Durability of Concrete-Fifty Years of Progress ? , ACI SP126, pp.1-31, 1991. 
(49) Ozaki, S. and Sugata, N. : Sixty Years Old Concrete in a Marine Environment, ACI SP109, 
pp.587-597, 1988. 
(50) 市川公一，浅野泰史，飯田 勲：80 年経過したコンクリート製港湾物の耐久性について，コンク
リート工学年次論文報告集，pp.639-644，1990. 
(51) 風間 亨，上杉忠男，飯田 勲，守分敦郎：明治時代に建造されたコンクリート製港湾物の耐
久性について，土木学会第 45 回年次学術講演会，部門Ⅴ，pp.466-467，1990. 
(52) Idoron, G. M. and Thaulow, N. : Examination of 136 Years Old Portland Cement Concrete, 




(54) 小野義徳，中村秀三，大西達人：各種セメントを用いたコンクリートの永年試験，第 48 回セメン
ト技術大会講演集，pp.592-593，1994. 




(57) 土木学会 コンクリート委員会 ローマコンクリート調査小委員会：古代ローマコンクリート ―ソ
ンマ・ヴィスヴィアーナ遺跡から発掘されたコンクリートの調査と分析―，コンクリートライブラリ
ー131，丸善，2009. 





















ぼすムーブメントと温度の影響，日本建築学会構造系論文集，第 573 号，pp.37-44，2003. 
(69) 申 洪澈，宮内博之，田中亨二：エポキシ樹脂注入部の疲労耐久性に及ぼす気象劣化の影
響，日本建築学会構造系論文集，第 580 号，pp.29-34，2004. 
(70) 星野富夫，魚本健人：ひび割れに樹脂注入したコンクリート梁の強度性状と耐久性に関する
研究，コンクリート工学年次論文集，Vol.23，No.1，pp.451-456，2001. 
(71) 北山 良，片平 博，渡辺博志：外来塩に対する鉄筋コンクリートのひび割れ補修効果の実験
 30
的研究，コンクリート工学年次論文集，Vol.27，No.1，pp.1543-1548，2005. 
(72) 伊東康貴，八十島 章，加川順一，荒木秀夫：エポキシ樹脂で補修した RC 部材の曲げせん
断性状，コンクリート工学年次論文集，Vol.29，No.3，pp.1579-1584，2007. 





















































する．材齢の影響については，別途 4 章で検討を行う． 
①水結合材比(W/B) 
 35%，45%および 55%の 3 水準とした． 
②結合材の種類 
 JIS R 5210 で示されるセメントの中で，普通ポルトランドセメント，早強ポルトランドセメント，低熱ポ































結合材 水結合材比 砂細骨材重量比 養生条件 





















種類 ig. Loss insol. SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO 
普通 0.97  0.14 21.15 5.33  3.17  61.76  1.23  
早強 0.66  0.23 19.89 4.78  2.49  61.11  2.08  
低熱 0.52  0.06 26.35 3.28  3.32  63.75  0.61  
        
化学成分(%)  ｾﾒﾝﾄの 
種類 SO3 Na2O K2O TiO2 P2O5 MnO  
普通 7.91  0.22 0.36  0.26  0.14  0.13   
早強 8.45  0.22 0.42  0.23  0.27  0.09   




種類 (g/cm3) (cm2/g) 
普通 3.14 3265 
早強 3.13 4454 
低熱 3.2 3591 
表 3-1 モルタル試験体の水準一覧 
表 3-2 使用したセメントの化学特性 




ig. Loss insol. SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO 
2.92  0.00  53.87 26.17 4.02  7.17 0.78  
       
化学成分(%)  
SO3 Na2O K2O TiO2 P2O5 MnO  








 JIS A 1132 に準拠して，直径 50mm，高さ 100mm のシリンダー試験体を作製した．セメントには，
JIS R 5210 に適合品として，低熱ポルトランドセメントには住友大阪セメント（株）製を，それ以外は





時間後に脱型し，約 1 年間，20℃の水中において養生後，実験に供した． 
(3)電気泳動法の適用 








は，JIS K0101 に則ってイオンクロマトグラフ法で，pH はガラス電極法で計測した． 
(4)実験結果 
 図 3-1 に各種影響因子と塩化物イオンの実効拡散係数との関係を示す．図 3-1(a)に示すように，
表 3-4 使用したフライアッシュの化学特性 
表 3-5 使用したフライアッシュの物理特性 
 35
水結合材比と共に実効拡散係数も比例的に増加する，極めて常識的な結果となっている． 








 S/B については，0.5 および 1.0 の場合には，両者では実効拡散係数はほぼ同等であり，前述の
ような細骨材の相対的な増加に伴う遷移帯の生成量の増加と遷移帯の屈曲化が相殺される結果と
なっている．一方，S/B が 1.0 以上になると，S/B の増加と共に，実効拡散係数が減少しており，図
3-1 (c)に示すように，後者が卓越する結果となっている． 


























































































 表 3-2 に，実験に用いた結合材の一覧を示す．低熱ポルトランドセメントおよびポゾランの粉末度
を変動因子としている．また，比較・基準のための低熱ポルトランドセメント単体の場合も水準に加
えた．これらの結合材を用いて，JIS R 5201-1992 に準拠して，直径 50mm，高さ 100mm のモルタ
ルシリンダーを作製した．細骨材には豊浦標準砂を，練り混ぜ水には上水道水を用い，W/B=55%，
S/B=2.0 の配合とした．打設後 10 年間標準養生後，塩化物イオン実効拡散係数等を評価した．こ
こで，豊浦標準砂を使用した理由は，試験体を作製したのは平成 8 年頃であり，当時の基準（JIS 
R 5201-1992）において標準砂であったためである． 
(2)電気泳動法の適用 





している．3.2.1 と同様な方法で，塩化物イオンの濃度および pH を計測した． 
(3)実験結果 
 結果を図 3-2 に示す．実効拡散係数は，BLF512 を除き，ベースセメントの粉末度が大きくなるに
つれて低減する一方，ポゾランの粉末度に対しては鈍感であった．全ての水準で，コンクリート標














LHC CGS FA LHC CGS FA 
BLC512 1260 2820   
BLC521 1840   
BLC522 2820   
BLC523 
1950 
4090   
BLC532 
50 50   0 
2880 2820   
BLF512 1260   3050 
BLF521   1750 
BLF522   3050 
BLF523 
1950 
  3880 
BLF532 
50 0 50 
2880   3050 
BL001 100 0 0 1260     
BL002 100 0 0 1950     
BL003 100 0 0 2880     
       
LHC：低熱ポルトランドセメント     
CGS：石炭ガス化溶融スラグ      




ig.loss SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O K2O C3S C2S C3A C4AF 






の種類 E. W. ig.loss SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O K2O 
FA-1 0.19 5.79 54.3 25.0 4.98 2.68 0.68 0.08 1.19 0.63 
FA-2 0.19 3.60 54.2 28.3 4.25 2.21 0.69 0.22 1.15 0.65 
FA-3 0.34 3.28 53.5 29.8 3.82 2.15 0.68 0.26 1.17 0.67 
表 3-5 ポゾラン高含有セメントモルタルの結合材の水準一覧 
表 3-6 低熱セメントの化学組成および鉱物組成 







の種類  (%) (cm2/g) 28 日 91 日
FA-1 55 1750 75  86  
FA-2 60 3050 84  98  












  セメント 混合材 セメント 混合材   セメント 混合材 セメント 混合材 
BL001 BL   1260   BLF512 BL FA-2 1260 3050 
BL002 BL   1950   BLF521 BL FA-1 1950 1750 
BL003 BL   2880   BLF522 BL FA-2 1950 3050 
BLC512 BL CGS-2 1260 2820 BLF523 BL FA-3 1950 3880 
BLC521 BL CGS-1 1950 1840 BLF532 BL FA-2 2880 3050 
BLC522 BL CGS-2 1950 2820      
BLC523 BL CGS-3 1950 4090      
BLC532 BL CGS-2 2880 2820      
          
BL：低熱ポルトランドセメント       
FA-1，FA-2，FA-3：フライアッシュ       









表 3-8 試作セメントその 2 
(a)低熱セメント単体およびスラグ混合系 (b)フライアッシュ混合系 
















































































































































Ji＝－[Di]･〔grad(Ci)＋{Zi･F/(R･T)}･Ci･grad(V)＋Ci･grad{ln(νi)} 〕                    (3-1) 
 
    ここに 
      Ji   ：イオン種 i の流束(cm3/s) 
      [Di] ：拡散係数テンソル(cm2/s) 
      Ci   ：イオン種 i の濃度(mol/cm3) 
      Zi   ：イオン種 i の電荷数 
      F    ：ファラデー定数(C/mol) 
      R    ：気体定数(J/(K・mol)) 
      T    ：絶対温度(K) 
      V    ：電位(V) 
      νi   ：イオン種 i の活量係数 
 
各々のイオン種 i について，以下の質量保存則が成立する． 
 




 考慮する複数のイオン種同士の電気的な相互作用を，式(3-3)に示す Poisson の式で表した． 
 
∇２V＋ρ/ε＝0                                                               (3-3) 
 








































図 3-3 コンクリート内部におけるイオンの移動現象のモデル化の概要 
【有限要素法による離散化】 
・ Ritz-Galerkin 法 
・ 時間差分：Crank-Nicolson 法 
・ Newton-Raphson 法 
【基本方程式】 
・ Nernst-Planck 式(複数のイオン種に関する流束の定義式) 
・ 質量保存式 








































[OH-]=10pH(陰)-14                                                              (3-4) 
[Cl-]=0.5-[OH-]                                                                (3-5) 


















[OH-]=10pH(陽)-14                                                              (3-7) 

























































開始時点でのセル内溶液の pH とイオン種の電気的中性条件からイオン組成を定めた． 
 (1)の実験を整理した結果，定常状態開始時点での陰極側セル溶液の pH は，概ね 12.22 であっ
た．これは，陰極側セル溶液では，水の電解によって，pH が 7.2（塩化ナトリウム水溶液の pH）から
12.22 まで上昇することに相当する OH-（濃度に換算して 1.69×10-2(mol/L)）が生成したことを意味
する．電流やイオンの収支の観点から考えると，陽極側セル溶液内でも同量の OH-が消費されると
考えられる．陽極側セル溶液の初期のイオン組成は，水酸化ナトリウム水溶液(濃度：0.3mol/L)で



























(mA) y = -0.246 + 114 x ( R2=0.999 )
(a)等価空隙断面積と電流の関係 (b)等価空隙半径と体積抵抗率の関係 
 45
[OH-]=1012.22-14                                                                                                (3-9) 
[Cl-]=0.5-[OH-]                                                                                       (3-5)<再掲> 




[OH-]=1013.45-14                                                                                               (3-10) 
[Na+]=[OH-]                                                                                                           (3-11) 
 
境界条件 


















 陽極側セル溶液内の[Cl-]の経時変化を図 3-6 (b)に示す．両者は概ね一致しているが，[Cl-]の
増加勾配は，塩化物イオンの流束を算出するための最も重要な基礎データであり，ひいては実効
拡散係数の推定精度の良否を左右することから，次項で改めて考察する． 
 陰極側セル溶液および陽極側セル溶液の pH の時刻歴を，それぞれ図 3-6 (c)および(d)に示す．
電極反応として生じる水の電解によって，陰極側セル溶液の pH の上昇，および陽極側セル溶液
の pH の下降がほぼ再現されている．実験値では 40～50 時間にかけて，計測誤差に起因したばら
つきがみられるが，通常単調に増加または減少する．解析結果はこれらを良好に再現している． 

































































































































解析精度は，フライアッシュセメント C 種の場合，1.69 とやや大きいが，それ以外は，1.25 から 1.38
の範囲にある．また実効拡散係数の増大に伴って，解析精度の値が 1 に漸近する傾向にある． 
S/B との関係を図 3-7(c)に示す．解析結果は，実験値を僅かに過大に評価するものの，良好に推
定している．解析精度は 1.29～1.53 の範囲にある．養生条件との関係を図 3-7(d)に示す．解析精
度は，1.19 および 1.38 であり，実験値を僅かに過大に評価するが，概ね良好に推定している． 






































































































































































図 3-8 本研究で提案する数値モデルによる推定精度 































































したものを，図 3-9 に示す． 
 電流の経時変化を，図 3-9 (a)に示す．解析結果は実験値を良好に再現している． 




それぞれ陰極側セル溶液および陽極側セル溶液の pH の時刻歴を， 図 3-9 (c)および(d)に示す．



























































































図 3-9 実験結果と解析結果の比較例(ポゾラン高含有セメント：BLC523 の場合) 
(a)陽極と陰極間に流れた電流 (b)陽極側セル溶液内の塩化物イオンの濃度 

















































































































































































に評価し，解析精度は 1.01～2.75 の範囲で評価することがわかった． 



















































































































































































図 3-11 本研究で提案する数値モデルによる推定精度 
(b)実効拡散係数同士の比較(その 2) 
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第 4 章 体積抵抗率に基づくコンクリート中の塩化物イオン実効拡散係数の簡易評価方法の提案 
4.1 はじめに 



















 結合材として，普通ポルトランドセメントおよびフライアッシュセメント B 種（フライアッシュの内割混
合率は 15%）の 2 水準とした． 
②コンクリートの配合 
 結合材として，普通ポルトランドセメントを用いた場合，水セメント比は，40%および 60%の 2 水準




対湿度：60%の恒温室内に静置）の 2 水準とした．フライアッシュセメント B 種の場合には，標準養
生，湿潤養生および気中養生（温度：20℃，相対湿度：60%の恒温室内に静置）の 3 水準とした． 
④材齢 
 結合材として，普通ポルトランドセメントを用いた場合の材齢は，28 日 182 日，365 日および 548
日の 4 水準した．フライアッシュセメント B 種の場合の材齢は，91 日，182 日および 365 日の 3 水
準とし，一部の水準については，365 日以降も追加した． 









条件  28  91 182 365 548 657 
標準   ○ ○ ○ ○   
湿潤   ○ ○ ○ ○   40 
気中   ○ ○ ○ ○   
標準   ○ ○ ○ ○   
湿潤   ○ ○ ○ ○   50 
気中   ○ ○ ○   ○ 
標準   ○ ○ ○ ○   
湿潤   ○ ○ ○ ○   
フライアッシュ 
セメント B 種 
60 
気中   ○ ○ ○   ○ 
標準 ○   ○ ○ ○   
40 
気中 ○   ○ ○ ○   








 コンクリート標準示方書[規準編](1)に準拠し，直径 100mm，高さ 200mm のシリンダー試験体とし






して BASF 製ポゾリス No.70 を，空気量調整剤として，フライアッシュセメント B 種の場合には BASF
製マイクロエア 785 を，普通ポルトランドセメントの場合には BASF 製マイクロエア 202 を，それぞれ
使用した． 
③コンクリートの示方配合 









ig. Loss insol. SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3
0.62  0.09  21.36  5.28  2.66  65.02  1.46  2.08 
        
        
化学成分(wt. %) 全アルカリ(%)  
Na2O K2O TiO2 P2O5 MnO Cl Na2Oeq  
0.29  0.48  0.27  0.24 0.09 0.01  0.61   
        
        
密度 比表面積 凝結   
    水量 始発 終結   




3.16 3480 29.1 1-46 2-54 良   
        
強さ(N/mm2)   
圧縮 曲げ   
3 日 7 日 28 日 3 日 7 日 28 日   
31.3  47.6  66.4  6.4  8.0  8.9    
        
        
けい酸三カルシウム けい酸二カルシウム アルミン酸三カルシウム 鉄アルミン酸四カルシウム 
(3CaO・SiO2) (2CaO・SiO2) (3CaO・Al2O3) (4CaO・Al2O3・Fe2O3) 


















ig. Loss SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 
1.58  54.03  25.42  6.02  3.00  1.19  0.21  
       
       
化学成分(wt. %)   
Na2O K2O TiO2 P2O5 MnO   




    単位量(kg/m3)   
W/（C+F) s/a C W F S G AE 減水剤 空気量調整剤 スランプ 空気量
(%) (%)           ﾎﾟｿﾞﾘｽ No.70 ﾏｲｸﾛｴｱ 785 (cm) (%) 
60 46.2 215 152 38 861 1029 2.53  1.0A 8±1 5±1 
           
           
           
    単位量(kg/m3)   
W/（C+F) s/a C W F S G AE 減水剤 空気量調整剤 スランプ 空気量
(%) (%)           ﾎﾟｿﾞﾘｽ No.70 ﾏｲｸﾛｴｱ 785 (cm) (%) 
50 44.2 265 156 47 796 1032 3.12  1.0A 8±1 5±1 
           
           
           
    単位量(kg/m3)   
W/（C+F) s/a C W F S G AE 減水剤 空気量調整剤 スランプ 空気量
(%) (%)           ﾎﾟｿﾞﾘｽ No.70 ﾏｲｸﾛｴｱ 785 (cm) (%) 
40 42.2 336 158 59 728 1024 3.95  1.0A 8±1 5±1 
           




     
表 4-3 フライアッシュの化学成分
表 4-4 コンクリートの示方配合
(a) フライアッシュセメント B 種の場合(水結合材比 60%) 
(b) フライアッシュセメント B 種の場合(水結合材比 50%) 





         
    単位量(kg/m3)   
W/C s/a C W F S G AE 減水剤 空気量調整剤 スランプ 空気量
(%) (%)           ﾎﾟｿﾞﾘｽ No.70 ﾏｲｸﾛｴｱ 202 (cm) (%) 
60 46.5 253 152 0 872 1029 3.80  0.50A 8±1 5±1 
           
           
           
    単位量(kg/m3)   
W/C s/a C W F S G AE 減水剤 空気量調整剤 スランプ 空気量
(%) (%)           ﾎﾟｿﾞﾘｽ No.70 ﾏｲｸﾛｴｱ 202 (cm) (%) 












拡散係数を図 4-1 に示す．実値および基準材齢と位置付けた 28 日時の値で除して無次元化した
結果を，それぞれ図 4-1(a)および図 4-1(b)に示す．さらに，4.2.2 で実施した既往の文献調査結果









(d) 普通ポルトランドセメントの場合(水セメント比 60%) 











表 4-4 コンクリートの示方配合 続き
 62





齢 2 年程度までの範囲ではそのような傾向は見出されず，概ね基準材齢(28 日)での値が維持され
る結果となっている．このことから，fib における評価式による回帰結果も思わしくない． 
(2) 混合セメントの場合 
 フライアッシュセメント B 種を結合材として用いた場合の，各材齢における塩化物イオン実効拡散
係数を，図 4-2 に示す．一般に，フライアッシュの混和によるコンクリートの圧縮強度の発現への寄























にかかわらず，材齢 91 日以降，加齢による低減傾向が明瞭であり，材齢 182 日～1 年時点で，1/3



























































(c) 無次元化による整理その 2 








































































































図 4-2 塩化物イオン実効拡散係数と養生材齢との関係(混合セメントの場合)続き 
(a) 実値の場合 (b) 無次元化による整理その 1 


























































































































































V  ：電位差電極間の電位差(V) 
A  ：乾供試体の断面積(m2) 
I  ：供試体に流れる電流(A) 
L  :電位差電極間の距離(m) 
 






























































(a) 塩分無－交流の場合 (b) 塩分有－交流の場合 
(c) 塩分無－直流の場合 
図 4-3 含水率と体積抵抗率との関係（普通セメント系の場合）続き 
(d) 塩分有－直流の場合 


















































































































図 4-4 含水率と体積抵抗率との関係（混合セメント系の場合） 












































































図 4-5 体積抵抗率と塩化物イオン実効拡散係数との関係（普通セメント系の場合） 

























































































































 図 4-3 および図 4-4 で示した含水率と体積抵抗率間の関係式には，コンクリートの水結合材比が




























図 4-6 体積抵抗率と塩化物イオン実効拡散係数との関係（混合セメント系の場合） 
(a) 塩分無－交流の場合 (b) 塩分有－交流の場合 


































































































 以上の 3 種の実験式から，含水率および体積抵抗率から塩化物イオン実効拡散係数を推定する
手順を，以下に示す（図 4-8）． 
(ⅰ)RC 構造物のある特定の箇所において，含水率 w1 および体積抵抗率ρ1 を計測し，その自然
対数値を算出する．温度が 20℃ではない場合には，例えば参考文献(29)を参考に，補正を行う． 
(ⅱ)含水率 w と体積抵抗率ρは，両対数軸上で線形に分布するものと仮定し，その勾配は，結合
図 4-7 飽和時の含水率と水結合材比または水セメント比との関係 
(a) 普通セメント系の場合 (b) 混合セメント系の場合 





















































材の種類および塩分の有無から，図 4-3 または図 4-4 のうち，該当する場合を選び，βを定める． 
(ⅲ)(ⅰ)および(ⅱ)から，飽和時の体積抵抗率ρs を求める式の係数が定まる．図 4-7 から，結合材
の種類および配合（水セメント比または水結合材比）から飽和時の含水率 ws を求めることにより，飽































W/B   ：水結合比(%)（結合材が普通セメント系の場合には水セメント比） 

























































 図 4-9 に感度解析結果を示す．併せて示した既往の研究は，本研究同様，体積抵抗率を主な入
力値として，拡散係数を推定した研究例(24),(25)の結果である．ここでは，横軸を塩化物イオン実効
拡散係数で，縦軸は推定精度（推定値を実測値で除した値）で，それぞれ定義した．すなわち，推














































































































への適用が有効である．なお，  Bootstrap 法という名称は，沼に足を踏み入れてしまった
Münchhausen 男爵(30)が，自身のブーツの紐（ストラップ）を引っぱって，抜け出したという欧州に伝
わる寓話(31)に基づいている． 
評価式への Bootstrap 法の適用とその結果 
 交流電流が印加された場合について，図 4-3～図 4-6 および図 4-7 で示した各回帰式の回帰係
数に対して Bootstrap 法を適用し，各回帰係数のばらつき等を把握した．次に，おのおのの回帰係
(c) 混合セメント系-塩分無－交流の場合 (d) 混合セメント系-塩分有－交流の場合 






















































































(a) 普通セメント系-塩分無－交流の場合 (b) 普通セメント系-塩分有－交流の場合 
図 4-10 塩化物イオン実効拡散係数の推定精度（その 2） 
















































































































W/B   ：水結合比(%)（結合材が普通セメント系の場合には水セメント比） 
W1       ：含水率(%)（計測値） 
ρ1     ：体積抵抗率(Ω・m)（計測値） 
 
5 種の回帰係数を，表 4-5 にまとめた． 
 
表 4-5 回帰係数の一覧 
回帰係数 
結合材の種類 塩分の有無 
ζ κ β ε γ 
無 0.556 0.585 -2.84 1274 -1.56 
普通セメント系 
有 0.689 0.585 -2.48 389 -1.35 
無 1.98 0.288 -3.54 33.8 -0.965 
混合系 































































W/B   ：水結合比(%)（結合材が普通セメント系の場合には水セメント比） 
W1       ：含水率(%)（計測値） 
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  混合割合  
指標 
セメントおよび混
合材の種類 (%)  
物理量 値 
  セメント 混合材 セメント 混合材  比重 3.23
OPC OPC - 100 0  粉末度(cm2/g) 3350
BL00 BL - 100 0  始発(h-min)   4-00
BLC30 BL CGS 70 30  
凝結
終結(h-min)   6-20
BLC50 BL CGS 50 50  3 日 5.6
BLC70 BL CGS 30 70  7 日 8.7
BLF30 BL FA 70 30  28 日 28.2
BLF50 BL FA 50 50  
圧縮強さ(N/mm2) 
91 日 49.8
BLF70 BL FA 30 70  7 日 194
OPC：普通ポルトランドセメント   28 日 258
BL：低熱ポルトランドセメント   
水和熱(J/g) 
91 日 307
FA：フライアッシュ        




ig.loss SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O K2O C3S C2S C3A C4AF 






E. W. ig.loss SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O K2O 
フライアッシュ 0.10 1.00 50.4 27.4 5.90 8.10 2.40 0.31 2.20 1.16 
石炭ガス化溶融スラグ 0.00 0.60 69.0 13.8 2.94 10.5 0.40 0.01 0.18 0.58 
 
 
ガラス化率 粉末度 活性度指数(%) 
混合材の種類 
(%) (cm2/g) 28 日 91 日 
フライアッシュ 52 3010 66  78  
石炭ガス化溶融スラグ 92 3520 33  46  
 
表 5-1 試作セメントその１ 表 5-2 低熱セメントの物理特性 
表 5-3 低熱セメントの化学組成および鉱物組成 

































遠心分離機で上澄み液を抽出し，pH メーター等で pH を計測した． 
 
 
  単位量(g/バッチ) 
W/(C+P) W C+P s 
(%) (g) (g) (g) 
55 286 520 1040 
























ポゾランの混合率として，50％程度が好ましいと考えられる．図 5-6 に，材齢 10 年時点で


















































図 5-1 圧縮強度の経時変化 
(a)石炭ガス化溶融スラグの場合 (b)フライアッシュの場合 















































































































                          RT = Rc (100 - mp) / 100 + Rp mp / 100                   (5-1) 
 
ここに，RT : 総水和率(%)，Rc : セメントの水和率(%)，Rp : ポゾランの水和率(%), mp : ポゾランの
置換率(%) 







 総水和率は，粉末 X 線回折および化学分析（酸による溶解試験）から得られるため，比較的煩雑
な分析試験を行う必要がある．これに対して，比較的簡便に測定ができる強熱減量から求まる結合





































































 粉末度の異なるフライアッシュの化学組成，ガラス化率および活性度指数を，表 5-6 に示す．
石炭ガス化溶融スラグは，5.2 で使用したものと同一のものを粉砕し，粉末度を 1840cm2/g，
2820cm2/g および 4090cm2/g の 3 水準に調整した（それぞれ，CGS-1，CGS-2，CGS-3 という）．













y= -4.52 + 0.812x  (R2=0.845)













y=-16.3 + 4.10x  (R2=0.947)
図 5-7 結合水量と圧縮強度の関係
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2880cm2/g の 3 水準とした(それぞれ BL001，BL002，BL003 という)．これらの材料から作成した




の種類 E. W. ig.loss SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O K2O 
FA-1 0.19 5.79 54.3 25.0 4.98 2.68 0.68 0.08 1.19 0.63 
FA-2 0.19 3.60 54.2 28.3 4.25 2.21 0.69 0.22 1.15 0.65 




の種類  (%) (cm2/g) 28 日 91 日
FA-1 55 1750 75  86  
FA-2 60 3050 84  98  











  セメント 混合材 セメント 混合材   セメント 混合材 セメント 混合材 
BL001 BL   1260   BLF512 BL FA-2 1260 3050 
BL002 BL   1950   BLF521 BL FA-1 1950 1750 
BL003 BL   2880   BLF522 BL FA-2 1950 3050 
BLC512 BL CGS-2 1260 2820 BLF523 BL FA-3 1950 3880 
BLC521 BL CGS-1 1950 1840 BLF532 BL FA-2 2880 3050 
BLC522 BL CGS-2 1950 2820      
BLC523 BL CGS-3 1950 4090      
BLC532 BL CGS-2 2880 2820      
          
BL：低熱ポルトランドセメント       
FA-1，FA-2，FA-3：フライアッシュ       
CGS-1，CGS-2，CGS-3：石炭ガス化溶融スラグ      
表 5-6 混合材の化学組成，ガラス化率および活性度指数 
(a)化学組成 
(b)ガラス化率，粉末度および活性度指数 












 水銀圧入法にて，材齢 10 年時における細孔径分布を評価した． 
(2)化学特性試験 
①化学分析（酸による溶解試験） 
 5.3.3 と同様な方法で，ポゾランの水和率を評価した．  
②示差熱・熱重量分析（TG-DTA） 
 5.3.3 と同様な方法で，評価した． 
③粉末 X 線回折 
 5.3.3 と同様な方法で，セメントの水和率を評価した． 
5.4.4 実験結果の検討 
(1)圧縮強度の経時変化 





材齢 3 年以降も結合材の水和が継続して進行していることが推察される． 











































したセメントペースト中に含まれる C2S の水和進行率の経時変化を，ぞれぞれ図 5-10 および図




図 5-8 圧縮強度の経時変化（ポゾランが石炭ガス化溶融スラグの場合） 
(a)低熱セメントの粉末度が変化した場合 (b)ポゾランの粉末度が変化した場合 




































































すなわち，材齢 3 年までは，低熱セメントの粉末度が大きいほど，C2S の水和が先行してきたが(2)，
材齢 10 年では，BLF512 を除き，水和率が拮抗してくる傾向がみられる．一方，ポゾランの粉末度









































































































































































































図 5-14 および図 5-15 に示す．材齢 10 年時点での Ca(OH)2生成量は，概ね 2～4%の範囲にある．
別途実施した低熱セメント単体の場合 Ca(OH)2 の生成量は，12%程度であることから，ポゾラン反
応により，低熱セメントの水和で副生された Ca(OH)2 の相当量が消費されたことになる（表 5-8）．
Ca(OH)2 は，初期に生成された量とほぼ同じか，わずかに減少，すなわち消費される傾向にあり，
一度生成すると，材齢 10 年時点においても容易には減少（消費）していない(2)．これは，C2S の反
応によって，副生する Ca(OH)2 量とポゾラン反応によって消費される Ca(OH)2 量がほぼ一定である
ためと考えられ，ポゾラン反応が開始するまでの材齢の期間に，C3S および C2S の水和によって，




















































































図 5-14 Ca(OH)2 量の経時変化（ポゾランが石炭ガス化溶融スラグの場合） 
(a)低熱セメントの粉末度が変化した場合 (b)ポゾランの粉末度が変化した場合 














































































BLC512 66.7 BLF512 52.9
BLC521 69.2 BLF521 47.7
BLC522 58.5 BLF522 32.3
BLC523 70.8 BLF523 64.6















ュまたは石炭ガス化溶融スラグを内割で 50%混合した結合材では，C3S の水和は，材齢 28 日
までに，ほぼ終結する．材齢 28 日以降は，C2S およびポゾランの水和の進行によって，強度の
増加等が生じるが，既に述べたように，その進行特性は，未水和 C2S 粒子周囲の Ca(OH)2 の
濃度の大小に大きく影響されることから，低熱セメントおよびポゾランの粉末度によって，大きく
左右される．したがって，セメントの水和進行特性から，C3S の反応の影響を除き，C2S またはポ
ゾランのみの水和進行特性を抽出するために，材齢 91 日以降の C2S およびポゾランの水和率
を材齢 28 日時のそれで除した値を横軸とし，材齢 91 日以降の水和率を，材齢 28 日時点のそ
れで除した比率を，縦軸にプロットして整理した（図 5-16）．図中の点線は，各材齢毎に，直線
で回帰したものであり，材齢 365 日時の場合，決定係数 R2 が 0.8~0.9 程度であったものの，そ
れ以外は，0.9 以上であった．これは，標準養生下では，C3S の水和の終結後，C2S とポゾラン







































































図 5-16 C2S およびポゾランの水和率の材齢 28 日時との比率 
(a)C2S の水和率比 (b)ポゾランの水和率比 
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総水和率とおよび結合水量および圧縮強度間には，強い相関がみられることは，(2)で述べた
通りであり，これから，材齢 28 日および 91 日時の結合水量または圧縮強度を評価することによ




















塩化物イオンの拡散係数との関係を，それぞれ図 5-18 および図 5-19 に示す．なお，図中には，示
方書における塩化物イオンの拡散係数の評価式（結合材として高炉セメントまたはシリカフューム
を使用した場合）(4)より，求めた値を点線で示した．これより，全ての水準について，示方書の推定






















































































































































































































































































































で 50%混入し，それぞれの粉末度を 3 種類に調整した結合材を作成し，材齢 10 年までの水
和特性を評価した． 
（2） 材齢 10 年時点でも，圧縮強度はなお増加する傾向が見出され，材齢 3 年時に見受けられた，
低熱ポルトランドセメントの粉末度には敏感に，ポゾランの粉末度には鈍感である傾向が継続
していることが確認された． 




（4） ポゾランの反応率は，材齢 10 年を通じて増加傾向にあり，ポゾランを混入することによって，
材齢 10 年時点においても，C2S の水和が抑制されていることがわかった．さらに C2S の未水
和率が 20～40%程度であること，ポゾランの未水和率が 50%程度であることから，今後も低熱
ポルトランドセメントの水和およびポゾラン反応による物性の向上が見込まれる． 
（5） 試作セメントにおける C3S の水和反応は，材齢 28 日時点で終了し，その後 C2S およびポゾラ
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第 6 章 エポキシ樹脂を使用した低圧注入工法によるひび割れ補修領域の遮塩性能の評価 
6.1 はじめに 

















 実験に用いた試験体の寸法，鉄筋の配置位置およびひび割れの導入位置を図 6-1 に示す．試
験体は，幅 200mm，高さ 200mm，長さ 600mm であり，D16 鉄筋（SD295，長さ 600mm）を試験体














20mm ， 実 積 率 ： 61.0 ， 表 乾 密 度 ： 2.70g/cm3 ， 吸 水 率 ： 0.76% で あ る ． 鉄 筋 は ， 異 形 棒 鋼
 200mm 
200mm 









 コンクリートの示方配合を表 6-1 に示す．コンクリートの水セメント比は 60%とし，目標スランプ値は
8±1cm，目標空気量は 5±1%とした．打設時のスランプ値は 7.5cm，空気量は 4.3%であった． 
 
 
    単位量(kg/m3) 実測値 
W/C s/a C W S G AE 減水剤 スランプ 空気量
(%) (%)           (cm) (%) 
60 43.2 262 157 794 1088 2.62 7.5 4.2 
 
④コンクリートの養生条件 
 打設後，ひび割れの導入やその補修を実施するまでの約 4 週間，屋内において湿空養生を行っ
た． 
(2) ひび割れの導入 





表 6-2 に示す．ひび割れ幅は前述の通り，0.5mm，0.8mm および 1.1mm の 3 水準に設定した．補
修面の湿潤状態は，乾燥状態，水中に準じた状態およびその中間の 3 水準とした．具体的な設定
方法は後述する．エポキシ樹脂は，被補修面が水中にあっても注入が可能な揺変性エポキシ樹
脂（ショーボンド建設(株)製 KC グラウト THK，以後，水中型），および，当該メーカーの同系統の通
常環境下でのエポキシ樹脂（ショーボンド建設(株)製 BL グラウト，以後，ドライ型），および補修面
が湿潤した場合に適用可能なエポキシ樹脂（ショーボンド建設(株)製 WB グラウト，以後，ウエット
型）の，計 3 種類を採用し，被補修面の湿潤状態との関連を調べた． 
 コンクリートの含水率は，次のようにして調整した．乾燥状態については，打設後の初期養生後，




60%）で 60 分程度静置したものとした．含水率は 5%～6%程度であった．なお，ここでいう含水率
は，高周波容量式の表面水分率計で計測したため，表面から数 10mm 程度の平均的な含水状態
を意味する． 
















(a)ひび割れ幅が 0.5mm の場合 
含水率(%) 
エポキシ樹脂の種類 
4～5 5～6 6～7 
ドライ型 ○ - - 
ウエット型 ○ ○ - 
水中型 － ○ ○ 
    
(b)ひび割れ幅が 0.8mm の場合 
含水率(%) 
エポキシ樹脂の種類 
4～5 5～6 6～7 
ドライ型 ○ - - 
水中型 － ○ ○ 
    
(c)ひび割れ幅が 1.1mm の場合 
含水率(%) 
エポキシ樹脂の種類 
4～5 5～6 6～7 
ドライ型 ○ - - 
ウエット型 ○ ○ - 
水中型 － ○ ○ 
    







図 6-2 ひび割れの導入方法 
(a) 概念図 (b) 実施状況の例 
 106
(4) 補修の実施概要 



































(a) 樹脂注入容器を固定する器具の取り付け (b) 樹脂注入容器による補修の実施 
(c) 補修領域からのコアの採取① (d) 補修領域からのコアの採取② 














(1) X 線 CT によるひび割れ補修領域内部の監察 





では，医療用 X 線 CT スキャナー（東芝製 Aquilion64）を用い，X 線管電圧：135ｋV，電流：750μ


























































(ⅰ)試験体全景 (ⅳ)樹脂内の気泡 (ⅲ)補修領域② (ⅱ)補修領域① 
(a)水分率 4%程度の場合 
(ⅰ)試験体全景 (ⅳ)樹脂内の気泡 (ⅲ)補修領域② (ⅱ)補修領域① 
(b)水分率 5%程度の場合 
図 6-4 X 線 CT によるひび割れ補修内部の状況（ひび割れ幅 0.5mm の場合） 
(c)水分率 6%程度の場合 







































図 6-5 補修領域の塩化物イオン実効拡散係数その１(元データ) 







































































図 6-6 補修領域の塩化物イオン実効拡散係数その２(平均値) 



















































図 6-7 補修領域の塩化物イオン実効拡散係数その 3(平均値の変動係数) 




















































































図 6-8 補修領域の塩化物イオン実効拡散係数その 4(実効拡散係数比の比較) 






































































































































          ：実効拡散係数(cm2/年) 
          ：気体定数(= 8.31J/(mol・K)) 
          ：絶対温度測定値(K) 
          ：塩化物イオンの電荷(= -1) 
          ：Faraday 定数(96500 (C/mol)) 
          ：陰極側の塩化物イオンの濃度測定値(mol/L) 
          ：供試体表面間の測定電位(V) 
          ：供試体厚さ(mm) 
























図 6-10 塩化物イオンの泳動に関する等価回路 
(a)補修前 (b)補修後 
要素 1：コンクリート 








          ：コンクリート中を泳動する塩化物イオンの流束(mol/(cm2・年)) 
          ：ひび割れ内部を泳動する塩化物イオンの流束(mol/(cm2・年)) 
          ：エポキシ樹脂中を泳動する塩化物イオンの流束(mol/(cm2・年)) 
          ：ひび割れを有するコンクリート中を泳動する塩化物イオンの流束(mol/(cm2・年)) 
          ：ひび割れがエポキシ樹脂で補修されたコンクリート中を泳動する塩化物イオンの流束
(mol/(cm2・年)) 
          ：ひび割れを有するコンクリートのうち，コンクリート部分の断面積(cm2) 
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(1) RC 試験体の概要 
①寸法・形状等 
 補修の対象とした RC 試験体の概要を図 6-13 に示す．試験体の寸法は，幅 3000mm，高さ
3800mm，厚さ450mmである．側壁と頂版の部材厚さは600mmである．鉛直方向部材の引張鉄筋































図 6-11 ひび割れを有するコンクリート 
の塩化物イオン実効拡散係数の算定結果 



































































    単位量(kg/m3) 実測値 
W/C s/a C W S G AE 減水剤 スランプ 空気量 
(%) (%)           (cm) (%) 
























































図 6-13 実規模鉄筋コンクリート試験体の概要（せん断補強筋が配置された場合） 
表 6-3 コンクリートの示方配合 




 打設後，1 週間程度湿空養生し，その後屋内で 4 週間程度気中養生後に，載荷試験を実施した．












樹脂が硬化した後，補修領域から直径 100mm のコアを採取し，厚さ 50mm 程度のスライスに加工
し，遮塩性能試験に供した． 
(3) コア採取された試験体の概要 
























































































y=0.00801 + 0.803x (R2=0.745)














(2) Bootstrap 法の適用 
①概要 
 (1)の結果は，限られた標本集団から得られた結果であり，サンプル数も少数である．このことから，
(1)の結果を元に，母集団の性質を調べる必要がある．図 6-20 に，図 6-19(b)に対する正規確率プ
ロットを示す．横軸に実効拡散係数比（ひび割れ 0（健全時）の場合の実効拡散係数で除した値），
縦軸にその期待値で定義したもので，直線に分布した場合，正規分布に従う．図 6-19(a)は全デー

























































































     : 標本集団に対する平均値 
     : b 回目のリサンプリングデータに対する平均値 
n  : 標本集団のサンプル数 
B  : リサンプリング回数 
   : リサンプリングデータに対する標準偏差 
     : 標本集団の分散 






























































































 1 章および 2 章で示したように，コンクリート標準示方書[設計編]において，塩化物イオンに対す


















図 6-21 各方法による 95%信頼区間の
長さとリサンプリング回数の関係 




















図 6-20 実効拡散係数比の正規確率プロット 




























Dd : 塩化物イオンに対する設計拡散係数(cm2/年) 
Dk : コンクリート中の塩化物イオンに対する拡散係数の特性値(cm2/年) 
γc：コンクリートの材料係数 
λ: ひび割れの存在が拡散係数に及ぼす影響を表す係数（一般に 1.5） 
w ：ひび割れ幅(mm) (0.005c または 0.5mm を上限) 
l : ひび割れ幅の間隔 









Dde : 塩化物イオンに対する設計実効拡散係数(cm2/年) 


























































(2) 村上祐治，堤 知明，久 修：コンクリートのひび割れ注入材・揺変性中粘度エポキシ樹脂
THK の開発，土木学会第 66 回年次学術講演会講演概要集，Ⅴ-021，2011. 
(3) 小坂元秀利，安田寛生，山口明伸：ひび割れを有する鉄筋コンクリートの塩分拡散性状に関
する基礎的研究,土木学会 第 44 回西部支部研究発表会講演概要集, pp.A500-501, 2001. 
(4) 例えば，Hall, P. : The Bootstrap and Edgeworth Expansion, Springer-Verlag, 1999. 
(5) 吉原健一：EXCEL によるブートストラップ法を用いたデータ解析，培風館，2009. 
 123








































































（3） 試作したセメントでは，ポゾランを混入することによって，材齢 10 年時点でも，低熱ポルトランド
 125
セメントに最も多く含有する C2S の水和が抑制されていることがわかった．さらに C2S の未水和
率が 20%～40%程度であること，ポゾランの未反応率が 50%程度であることから，今後も低熱
ポルトランドセメントの水和およびポゾラン反応による物理・化学特性の向上が見込まれる． 
（4） 試作セメントでは，C3S の水和反応は，材齢 28 日時点で終結し，その後 C2S およびポゾラン






































































































Dde : 塩化物イオンに対する設計実効拡散係数(cm2/年) 
Dke : コンクリート中の塩化物イオンに対する実効拡散係数の特性値(cm2/年) 
γce：コンクリートの材料係数(塩化物イオン実効拡散係数の場合) 
 


















w ：ひび割れ幅(mm) (ただし，上限は 0.005c または 0.5mm) 





















































（1） 土木学会 コンクリート委員会 コンクリート中の鋼材の腐食性評価と防食技術研究小委員会：
コンクリート中の鋼材の腐食性評価と防食技術研究小委員会(338 委員会)委員会報告書，コ
ンクリート技術シリーズ No.86，2009. 

























図 7-1 コンクリートの遮塩性能に関するシナリオデザイン 
・ 目視(ひび割れの有無 等)
・ 電気抵抗値の推移 等 
